
（１）職員の採⽤状況 （R6.4.2〜R7.4.1） （単位：⼈）
区分 ⼀般⾏政職 技能労務職 消防職 医療職 再任⽤ 合計

採⽤者数 28 2 4 2 2 38
⼀般⾏政職に県教育委員会の割愛⼈事、医療職に県の割愛⼈事によるものを含みます。
   ※再任⽤職員のうち短時間の職員 10 名を除く

（２）職員の退職状況 （R6.4.1〜R7.3.31） （単位：⼈）
区分 定年退職 早期退職 普通退職 再任⽤満了 その他 合計

退職者数 8 0 29 1 5 43

（３）部⾨別職員数の状況 （単位：⼈）
区分

部⾨ 令和6年 令和7年
議会 5 5 0
総務 129 128 ▲ 1
税務 23 23 0

農林⽔産 23 24 1
商⼯ 19 18 ▲ 1
⼟⽊ 32 33 1
⺠⽣ 100 101 1
衛⽣ 55 56 1
計 386 388 2

43 42 ▲ 1
80 76 ▲ 4

509 506 ▲ 3
73 72 ▲ 1
9 9 0
8 8 0

22 21 ▲ 1
112 110 ▲ 2
621 616 ▲ 5

計

恵那市⼈事⾏政の運営等の状況の公表に関する条例第6条の規定に基づき、前年度における⼈事⾏政の運営状況を公表し
ます。
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（１）⼈件費の状況     ( 令和6年度 普通会計決算⾒込み） （単位：⼈、千円、％）
⼈件費率
(Ｂ／Ａ)

32,716,644 1,948,520 5,259,902 16.1%
・⼈件費には、市⻑、議員など特別職に⽀給される給料、報酬などを含んでいます。

（２）職員給与費の状況 ( 令和7年度 ⼀般会計予算） （単位：⼈、千円）

給料 職員⼿当
期末⼿当
勤勉⼿当

計Ｂ

536 2,061,735 348,527 837,483 3,247,745 6,059
・職員⼿当には、退職⼿当は含んでいません。
・給与費は、当初予算に計上された額です。
（※）2-（2）と6-（2）⼀般会計の職員と普通会計の職員とでは数え⽅が異なるため、数値が違う

（３）職員の平均給料⽉額・平均給与⽉額及び平均年齢の状況 （令和7年4⽉1⽇現在）

①⼀般⾏政職 （単位：歳、円）
平均給料

⽉額
平均給与

⽉額
平均年齢

324,333 397,604 41.1

②技能労務職 （単位：歳、円）
平均給料

⽉額
平均給与

⽉額
平均年齢

308,348 355,779 47.8

（４）職員の初任給の状況（令和7年4⽉1⽇現在） （単位：円）

初任給
採⽤２年経
過⽇給料額

初任給
採⽤２年経
過⽇給料額

⼤学卒 220,000 230,000 220,000 230,000
⾼校卒 188,000 201,000 188,000 201,000

技能労務職 ⾼校卒 185,700 199,000 − −

住⺠基本台帳⼈⼝
(Ｒ7.1.1現在)

⼀般⾏政職

１⼈当たり
給与費

(Ｂ／Ａ)

区分
恵那市 国

職員数A
（※）

実質収⽀ ⼈件費 Ｂ

給与額

歳出額 Ａ

46,054

２.職員の給与の状況
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（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料⽉額の状況（令和7年4⽉1⽇現在）
（単位：円）

１０年 １５年 ２０年
⼤学卒 259,600 295,000 320,200
⾼校卒 − − −

・経験年数とは、卒業後直ちに採⽤され引き続き勤務している場合は、採⽤後の年数をいいます。

（６）⼀般⾏政職の級別職員数の状況 （令和7年4⽉1⽇現在） （単位：⼈、％）
区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 計

標準的な職
務内容

主事 主任 主査 係⻑ 課⻑補佐 課⻑ 部⻑ 計

職員数 53 26 71 102 23 45 22 342
構成⽐ 15.5% 7.6% 20.8% 29.8% 6.7% 13.2% 6.4% 100.0%
・本市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
・標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な補職名です。

（７）職員⼿当の状況 （令和7年4⽉1⽇現在）
①期末⼿当・勤勉⼿当 （単位：⽉分）

国の制度
1.250 ⽉分 1.250 ⽉分

(1.050 ⽉分） (1.050 ⽉分）
1.050 ⽉分 1.050 ⽉分

(1.250 ⽉分） (1.250 ⽉分）
2.300 ⽉分 2.300 ⽉分

(2.300 ⽉分） (2.300 ⽉分）
有

②退職⼿当 （単位：⽉分）
区分

(⽀給率) ⾃⼰都合 早期・定年 ⾃⼰都合 早期・定年
勤続20年 19.6695 24.586875
勤続25年 28.0395 33.27075
勤続35年 39.7575 47.709

最⾼限度額 47.709 47.709

その他の加
算措置

10,920千円
・退職⼿当の１⼈当たり平均⽀給額は、前年度に退職した職員（全職種）に⽀給された平均額です。

③特殊勤務⼿当

定年前早期退職特例措置
(2〜45％加算)

１⼈当たりの平均⽀給額

恵那市

（幹部職員）
  計
  計（幹部職員）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

国

同左

同左

⼀般⾏政職

６⽉期 12⽉期区分
期末⼿当
（幹部職員）
勤勉⼿当

区分
経験年数
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⼿当の種類
危険⼿当
不快⼿当
特殊⼿当

医業⼿当

④時間外勤務⼿当（⼀般会計）
令和6年度 （単位：千円）

⑤扶養⼿当、住居⼿当、通勤⼿当(⼀般会計)
令和6年度 （単位：千円、円）

区分
⽀給実績
（千円）

3,000
11,500
6,500

5,000

住居⼿当 28,000 16,159

55,000
2,000〜
31,600

⽀給実績は 令和6年度 決算⾒込額

（８）特別職の報酬等の状況 （令和7年4⽉1⽇現在）
（単位：円、⽉分）

給料⽉額等
市⻑ 870,000
副市⻑ 720,000
議⻑ 450,000
副議⻑ 410,000
議員 380,000

⽀給総額

感染症防疫作業⼿当

278,603

43,901 104,526
交通機関利⽤者(実費)限
度額⾃動⾞等利⽤者(2km
以上)

通勤⼿当

給料

報酬

区分 期末⼿当

⽀給⽉数 4.55

⽀給⽉数 4.55

職員１⼈当たり⽀給年額
230,948

542

清掃⼿当
待機⼿当、消防職⼿当、救命救急⼠⼿当、災害応急作業等⼿当
医師⼿当、研究⼿当、往診⼿当、在宅当番医勤務⼿当、夜間看護等⼿当、技師
⼿当、獣医師⼿当

⼿当⽀給職員割合 25.0%

内容
⽀給職員1⼈当たり
平均⽀給年額（円）

269,76457,190扶養⼿当

配偶者
⼦

⼿当名

配偶者以外の扶養親族
16歳〜22歳の扶養親族が
いる場合の加算1⼈
家賃を払っている者の限
度額
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（１）職員の勤務時間（標準的なもの）
開始時間 終了時間

8:30 17:15

（２）年次有給休暇の取得状況 （R6.4.1〜R7.3.31）
（単位：⽇、⼈、％）

総付与⽇数 総使⽤⽇数 全対象職員
平均取得

⽇数
取得率

23,240.00 7,392.00 581 12.7 31.8%

（３）その他の休暇制度（特別休暇⼀覧）

（４）育児休業の状況 （令和6年度）

育児休業対
象者数

育児休業取
得者数

前年度から
継続者

男性 12 6 0
⼥性 7 7 11

結婚

１週間の勤務時間
38時間45分

事由
ボランティア活動

連続する４⽇以内
必要と認められる期間（最⻑７⽇）

選挙権⾏使、裁判員等、⾻髄液の提供、妊婦の健診、交通機関の事故等、交通遮断は必要と
認められる期間

産後
授乳

住居の破壊
⼦の看護

５⽇以内（時間単位で分割可）
親族の範囲により１⽇から７⽇
法要当⽇１⽇以内

産前

５⽇以内（分割可）
期間

７⽇以内
出産⽇までの申し出た期間（６週間以内）

休憩時間
12:00〜13:00

１年度において５⽇の範囲内の期間（時間単位の取得も可能）

妊婦の通勤
配偶者の出産

３.職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

出産⽇の翌⽇から８週間
１⽇２回、各３０分以内
１⽇のうち１時間
２⽇以内（時間単位で分割可）
５⽇以内不妊治療

男性職員の育児参加
忌引
家族の法要
夏季
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（１）分限処分者 （令和6年度）
降任 免職 休職 降給 合計 失職

0
5 5

0
0
0
0

（２）懲戒処分者数 （令和6年度）
免職 停職 減給 戒告 合計

0
0
0
0

（１）公務災害の発⽣状況（令和6年度）
災害件数

4

（２）措置要求及び不服申⽴ての状況 （令和6年度）

（３）職員の福祉厚⽣の状況
地⽅公務員法第42条の規定に基づき市職員互助会を設置し、福利の増進を図っています。

令和６年度における不服申し⽴ての実績なし

４.職員の分限及び懲戒処分の状況

５.職員の利益保護の状況

刑事事件に拠る起訴
⽋格状況該当

通勤災害

区分
法令違反

 職務上の義務違反⼜は職務怠慢
⾮⾏⾏為
監督責任

公務災害

区分
職務遂⾏中の負傷
職務に伴う合理的⾏為⼜は準備・後始末中の負傷
出張中の負傷
福利厚⽣事業参加中の負傷
その他の⾏為中の負傷

適格性の⽋如
廃職過員

区分
勤務成績の不良
⼼⾝の故障
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市⾏財政改⾰⾏動計画に定められている定員適正化計画の職員数の状況についてお知らせします。

（１）総職員数の⽬標値と実績値
R3 R4 R5 R6 R7

649⼈ 646⼈ 645⼈ 641⼈ 639⼈
641⼈ 624⼈ 620⼈ 621⼈ 616⼈

※  定員適正化計画の⽬標値は年度当初の数値

（２）実績値の詳細 （各年4⽉1⽇現在）
R3 R4 R5 R6 R7

514⼈ 502⼈ 502⼈ 509⼈ 506⼈
127⼈ 122⼈ 118⼈ 112⼈ 110⼈
641⼈ 624⼈ 620⼈ 621⼈ 616⼈

公営企業会計等職員数
職員総数

区分
定員適正化計画の⽬標値
実績値

区分
普通会計職員数

６.職員の定数管理の状況について
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